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高等教育機関のための安否確認システムの段階的構築と運用

梶 田 将 司†1,†2太 田 芳 博†3 若 松 進†3

林 能 成†4 間 瀬 健 二†1,†2

巨大地震などの大規模災害時において，数千から数万人規模の構成員の安否確認を行い，教育研究
活動をいかに迅速に再開できるかは，大学にとってきわめて重要な課題である．我々は，求められる
機能として次の 5 点が重要であると考えている：(1) ユーザ認証を必須とすることで信憑性の高い安
否情報の収集が可能である，(2) 災害時においても動作が保証される，(3) アクセス手段が複数提供
される，(4) 安否情報の登録・検索・集計が可能である，(5) 必要に応じて安否情報の登録指示が可
能である．これらに対応するため，「学内に散在する情報・サービスの一元化および個人化」を目指し
ている名古屋大学ポータルを利用した安否確認システムの独自開発に着手し，2006年 10月の地震防
災訓練から試験運用を開始した．本論文では，インフラストラクチャ機能・大学ポータル機能・アプ
リケーション機能の各クラスに分類される上述の機能を段階的に実装している安否確認システムにつ
いて述べるとともに，3 回の安否情報登録訓練のうち，すでに実施した 2 回の結果からその有効性を
明らかにする．

Stepwise Development of a Survivor Confirmation System
for a Higher Educational Institution and Its Production Use

Shoji Kajita,†1,†2 Yoshihiro Ohta,†3 Susumu Wakamatsu,†3

Yoshinari Hayashi†4 and Kenji Mase†1,†2

This paper describes a survivor confirmation and management system through Nagoya Uni-
versity Portal, which is intended to confirm who is alive after a major disaster crisis like a
large-scale earthquake, and manages the data for recovery planning. In such system used in
higher educational institutions, we believe in the importance of the following five points: (1)
getting credible information by user authentication, (2) high-availability even after a major
disaster crisis, (3) being provided by multiple access methods, (4) having the capabilities to
input, search, and summarize confirmation information, (5) informing the start of input for
constituencies. To attain these functionaries, we started developing our own survivor confir-
mation and management system as a home-grown system, on the top of Nagoya University
Portal infrastructure. In this paper, we describe the current status through two out of three
disaster drills to gather survivor confirmation information, and show the effectiveness.

1. は じ め に

東海地震・東南海地震などの大規模地震災害に対す

る備えとして名古屋大学では，主キャンパスのある名

古屋市の地震防災対策強化地域指定（2001年）を受

け，2002年に災害対策室を設置し，建物の耐震強化や
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地震防災訓練などを通じて災害対策を強化している1)．

建物耐震性の向上，校内放送システムなど，これまで

の多くの取り組みは，主に被災時あるいは被災直後を

対象にしたものであったが，大学における事業継続可

能性を高めるためには，人・モノ双方での災害直後の

被災の程度を低減するだけでなく，災害からの暫定・

完全復旧にかかる時間を最小化する必要がある（図 1

参照）．大学における事業活動とは，いうまでもなく，

教育研究活動であり，名古屋大学では，講義・演習・

ゼミ・実験などの様々な形態を通じて約 21,000人の

教職員・学生が教育研究活動に携わっている．このよ

うに大規模に展開されている教育研究活動を，被災後，

いかに迅速に再開できるかは，大学にとってきわめて
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図 1 災害からの復旧過程
Fig. 1 Recovering process after disaster.

重要な課題である�1．

迅速な再開を目指すためには，電気・上下水道・情

報通信網などのライフラインや，講義室・実験室など

の施設・設備の被災状況把握および復旧活動はもちろ

んのこと，教職員・学生などの構成員の被災状況を把

握し，「どれくらいの構成員が再開時に登校可能か」を

大学として把握する必要がある．被災時期にも依存す

るが，安否確認に要する時間�2がかかればかかるほど，

再開に関する判断に与える影響も大きくなると考えら

れる．

このような背景の下，名古屋大学では，自然災害等

対策専門委員会において検討が重ねられた結果，安否

確認に関して表 1 に示す基本方針がまとめられた5)．

この基本方針により，複数の安否確認手段の 1つとし

て，「Webによる確認」が位置づけられ，「情報システ

ムの活用による適正な方法」を整備することになった．

いわゆる「安否確認システム」と呼ばれるこの種の

システムやサービスは，現在では，東日本電信電話株

式会社や西日本電信電話株式会社が提供する「災害用

伝言ダイヤル」6)や IAA（I Am Alive）Allianceが提

供する「被災者登録検索システム」7) がよく知られて

おり，商用のサービス・ソフトウェア製品も数多く提

供されている．しかしながら，これらの既存システム

では，次のような問題点がある：

• 災害伝言ダイヤルや被災者登録検索システムは，
構成員が個人の判断で個別に利用するシステムで

あるため，大学としての組織的なデータの集計が

難しい．また，安否情報入力者の本人確認状況が

不明であり，その結果として，入力された安否情

報の信憑性が判断できない．

�1 米国の大学でも事業継続性の観点から災害対策は重要視されて
いる2)．

�2 たとえば，1995 年 1 月 17 日に発生した阪神・淡路大震災の被
害にあった神戸大学では，郵便や電話による作業の結果，最終
的にすべての確認作業に 1 カ月以上の時間を要している3),4)．

表 1 名古屋大学の安否確認方法
Table 1 Survivor confirmation procedure of Nagoya

University.

安否確認方法は以下の 3段階を基本とし，具体的方法は別途定める．
( 1 ) 部局建物内での安否確認（発災直後 1 時間以内）

• 平常時から用意する名簿等により，安否情報を取り
まとめる．

• 各部局の事情にも配慮し，安否確認カード併用等の
効率的な方法の採用も検討する．

• 学内の他の場所にいた場合は，可能な限り所属部局
に戻り安否を伝え，これが不可能な場合は ( 2 ) の方
法を用いる．

( 2 ) 部局建物内で安否伝達ができなかった構成員からの情報収
集（発災後，随時）

A. Web による確認（名古屋大学ポータル等の整備さ
れる現状に鑑みて，情報システムの活用による適正
な方法を構築する）

B. はがきによる安否確認（予備的措置．IT 利用が不
可能な状況も想定し，一定のはがき書式による安否
確認方法を用意する）

( 3 ) いずれの方法でも確認できなかった構成員への問合せ（発
災 24 時間～1 週間後程度）

• 商用のサービス・ソフトウェア製品の場合，災害
時にしか使わないケースが多く，毎年約 1/4の学

生が入れ替わる大学では，使用方法の周知徹底が

できない．また，導入・維持コストが高い場合が

多い．

このような状況から，「使われる安否確認システム」

にするためには，以下の 3条件を満たすシステムを独

自に開発しなければならないという結論に至った5)：

( 1 ) 大学内で日常的に使われているシステムの一部

として安否確認システムを組み込み，ユーザが

日常的にアクセスできる環境を提供できる．

( 2 ) 構成員の人名・所属といった基本的なデータは，

日常的な業務の中で定期的にメンテナンスされ

ているものを使用できるシステムが望ましい．

( 3 ) 個人情報保護について，すでに十分な配慮がな

されていることが保証されている．

一方，名古屋大学情報連携基盤センターでは，「学内
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表 2 必要要件と実装方法
Table 2 Required specifications and its implementation methods.

レイヤ別機能 必要要件 実装
インフラストラクチャ機能 ユーザ認証を必須とすることで信憑性

の高い安否情報の収集が可能であるこ
と（「ユーザ認証付き安否情報登録」）．
また，災害時においても動作が保証さ
れること

LDAP 認証の利用，サービス・デリ
バリ・ネットワークの構築

大学ポータル機能 アクセス手段が複数提供されること PC だけでなく，携帯電話によるアク
セスにも対応

アプリケーション機能 安否情報の登録・検索・集計が可能で
あること．また，必要に応じて安否情
報の登録指示が可能であること．

Spring WebFlow，Hibernate など
を用いた Servlet アプリケーションと
して構築

に散在する情報・サービスの一元化および個人化」を推

進するため，2002年度から名古屋大学ポータルの構築

を行っている8),9)．名古屋大学ポータルでは，大学ポー

タル構築のための Javaフレームワークである uPor-

talをベースに，(1) 全構成員を対象とした全学 IDに

よるユーザ認証やディレクトリサーバによる属性情報

の提供，(2) Yale大学が開発した CAS（Central Au-

thentication Service）を独自拡張したCAS2（Central

Authentication and Authorization Service）を用い

たシングルサインオンや権限管理機構10)，(3) 履修登

録などの高負荷環境でも利用可能なシステムアーキテ

クチャ，が実現されていた．この状況が，災害対策室

の聞き及ぶところとなり，「安否確認システムもこの

中の一部として開発を進めることが望ましい」5) との

判断がなされ，安否確認システムの独自開発において

名古屋大学ポータルを活用することになった．

以上の背景の下，本論文では，段階的開発と試験運

用が行われている安否確認システムの現状と課題を述

べる．

本論文の構成は次のとおりである．まず，2章にお

いて，大学ポータルを活用した安否確認システムの構

築に求められる機能と実装についてまとめる．そして，

それらの段階的な構築を，これまでに実施した安否情

報入力訓練での試験運用の各段階を追いながら 3章に

おいて述べ，4章において本論文をまとめる．

2. 大学ポータルを活用した安否確認システム
に求められる機能と実装

2.1 大学ポータルとは?

大学ポータルは，教職員・学生など，名古屋大学の

構成員に対して学内の各種情報・サービスへの一元的

なアクセス手段を提供するとともに，所属や職務など

の個人属性情報に応じて個人化された情報提供を行う

ことを目指した情報サービスである11)．名古屋大学で

は，情報連携基盤センター大学ポータル専門委員会の

下，試験運用・実験運用段階を含め，すでに 4年間運

用されている8),9)．

学内に散在する情報・サービスを集約し，個人化し

提供することを目的とした大学ポータルは，大きく分

けて次の 3 つのクラスの機能が実装されている必要

がある：(1) インフラストラクチャ機能：負荷分散，

ユーザ認証，シングルサインオン（Single Sign On，

SSO），ディレクトリ，権限管理，データ永続化，ウェ

ブサーバ，アプリケーション実行環境など，(2) 大学

ポータル機能：情報チャネル�1の集約，閲覧内容の個

人化，閲覧手段に応じたレンダリングなど，(3) アプ

リケーション機能：大学ポータルを通じて提供される

個々の情報やサービス．

現在，名古屋大学ポータルでは，インフラストラク

チャ機能として，負荷分散のためのロードバランサ

（NortelNetworks 社製 Alteon 2424-SSL），全学 ID

を用いたユーザ認証およびディレクトリ，CAS2 によ

る SSO・権限管理，データ永続化のためのクラスタ化

されたリレーショナルデータベースシステム（Oracle

10g Real Application Cluster），HTTP サービスの

提供環境として Apache HTTPD，Servlet 実行環境

として Apache Tomcat などにより構築されている．

また，大学ポータル機能としては，JA-SIG（Java Ar-

chitecture Special Interest Group）が提供する Java

ベースの uPortal Frameworkを用いている8)．uPor-

talは大学および関連する企業間の連携によりオープ

ンソースソフトウェアとして開発されている13)．

2.2 安否確認システムのために求められる機能

このように，様々なシステムの連携の下で構築され

る大学ポータルを用いて安否確認システムを構築し，

「使われる安否確認システム」（1章を参照）とするた

めに必要な機能を，インフラストラクチャ機能，大学

�1 ポータルを通じて提供されるひとまとまりの情報あるいはサー
ビスの単位．
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ポータル機能，アプリケーション機能のそれぞれにつ

いて表 2 のように定める．これらの機能が大学ポー

タルに追加されれば，入力された安否情報の信頼度を

把握しつつ大学としての組織的なデータ集計を可能に

する機能を，普段から使われている名古屋大学ポータ

ルの一部として実現できる．

以下では，それぞれの要件と具体的な実装について

詳しく述べる．

2.2.1 インフラストラクチャ機能

まず，「ユーザ認証付き安否情報登録」については，

すでに運用中のサービスである LDAP（Lightwight

Directory Access Protocol）によるユーザ認証を用い

ることで対応する．当初，CAS認証10) によりシング

ルサインオン化することを検討したが，CAS認証で使

用するクッキーが携帯電話のウェブブラウザでは利用

できないため，LDAP認証を使用することとした．た

だし，災害時の混乱に「全学 IDとパスワードを失念

する」ケースも想定し，全学 IDによるユーザ認証だ

けでなく，事前に入力されている電子メールアドレス

によるユーザ認証や，ユーザ認証なしの任意登録，の

3パターンを用意することとし，ユーザ認証の必須化

にともなう登録率の低下を防ぐ救済策を設ける（図 2

参照）．

また，「災害時の動作保証」については，プライマリ

サイトである名古屋大学情報連携基盤センターに設置

してあるサーバの一部を，セカンダリサイトにも設置

し，VPN接続された内部ネットワークで通信を行う

「サービス・デリバリ・ネットワーク（Service Delivery

Network，SDN）」を構築し，サービス提供環境のロ

バスト化を図る（図 3 参照）．インフラストラクチャ

機能として必要とされるユーザ認証，ディレクトリ，

ウェブサーバ，アプリケーション実行環境などの個別

機能については，プライマリサイトとセカンダリサイ

トが単独でも機能するよう，常時，内部ネットワーク

を通じてセキュアにデータ同期を行う必要がある．こ

れらにより，災害発生時には，プライマリサイトへの

アクセスができなくなったとしても，ユーザが使用す

るPCあるいは携帯電話のウェブブラウザは，DNSラ

ウンドロビンにより提供される複数アドレスのうち，

アクセス可能なものを選択して大学ポータルに到達す

ることが可能となる．なお，セカンダリサイトとして

は，プライマリサイトと同時に被害が発生しにくい場

所を選択するべきであり，今回は，全国共同利用機関

として長年連携している京都大学学術情報メディアセ

ンターに設置した．

図 2 3 パターンのユーザ認証画面（上：全学 ID・パスワード，
中：登録済み電子メールアドレスのみ，下：任意登録）

Fig. 2 Three types of user authentication methods (top:

Zengaku ID and password, middle: previously

registered e-mail address only, bottom: self-

registration).

2.2.2 大学ポータル機能

ユーザのアクセス手段を複数にするために，安否確

認アプリケーションについては「携帯電話によるアク

セス」を前提とし，PCのウェブブラウザでもアクセ

スできるようにする．また，携帯電話キャリアや携帯

電話機種の違いに対応するため，使用する HTMLは
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図 3 名古屋大学ポータルのための Service Delivery Network

Fig. 3 Service Delivery Network for Nagoya University Portal.

図 4 「防災」タブ
Fig. 4 Bousai tab in MyNU menu.
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図 5 安否情報の入力画面
Fig. 5 Screen shots to input survivor confirmation information.

対応する機種が多いタグや属性情報のみを使用すると

ともに，HTTPS通信時に使用されるサーバ証明書も

できるだけ対応する機種が多いものを使用する�1．

そして，名古屋大学ポータルに uPortalの iFrame

Channelを使用して統合し�2，一般ユーザには「防災」

タブとして（図 4 参照），災害対策室のメンバなどの

管理者には，「災害対策室」タブを通じて安否確認シ

ステムの管理画面にアクセスできるようにする．

2.2.3 安否情報登録・検索・集計機能および登録

指示機能

安否確認に関する機能は，Java ベースのウェブア

プリケーションとして構築している．その際，ウェブ

アプリケーションの構築を支援する Spring WebFlow

Framework および，データ永続化を支援する O/R

マッピングフレームワークである Hibernate を使用

することした．これは，段階的にシステムを構築する

際，最終的に，JSR-168 Portlet化を行い，uPortalに

�1 この結果，第 2 回目の安否情報入力訓練では，165 種類の携帯
電話からのアクセスが可能であったことが観測されている．

�2 最終的には，Portlet チャネルを用いて統合する．

統合することを目指すためである．Spring WebFlow

Frameworkは比較的容易に Portlet化が可能である．

また，名古屋大学ポータルで用いている uPortalはレ

ンダリング対象として複数のアクセス手段を統合的に

扱う機能があるが，現在の実装ではこの機能は使用せ

ず，単体の Javaベースのウェブアプリケーションと

して構築している．

各安否確認機能については次のように実装する．

まず，上述のユーザ認証後，「安否情報」，「連絡先

情報」，「追加情報」を順次入力する（図 5 参照）．こ

れらの安否情報は何度でも登録することができ，登録

された安否情報の時間的な変化も追跡できるよう，す

べての時点の情報が保存されるようにする．

入力された情報は，構成員および災害対策室などの

管理者の双方が検索できるようにするが，構成員によ

る安否情報確認は，個人情報保護の観点から検索結果

の表示は最大 3件，表示される情報も「氏名」「所属」

「最新状況」「登録日時」「情報入力時の認証方法」のみ

表示される（図 6 参照）．一方，管理者の場合は，上

記のような制限はなしで検索することができるが，個
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図 6 安否確認情報の検索
Fig. 6 Search function for survivor confirmation information.

図 7 管理者による検索結果画面
Fig. 7 Search results screen for administrator.

人情報保護の観点から，「氏名」は名前と，「職員番号」

「学生番号」の上 5桁はマスク表示としている（図 7

参照）．管理者権限では，検索機能のほかに，部局別

に安否情報を集計したり，任意登録による信憑性の低

い情報を，何らかの方法で確度高める措置を施したり

した後，ユーザ認証後の安否情報と同レベルで扱える

ようにする．

さらに，災害時に安否情報登録を個々のユーザに直

接指示することによる登録率の向上を図れるよう，携

帯電話へのメールによる安否情報指示ができることが

望まれる．この実装については，段階的開発アプロー

チをとっているため，詳細は 3章で述べる．
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表 3 段階的構築の全体計画
Table 3 Total plan of stepwise development.

インフラストラクチャ機能 大学ポータル機能 安否確認機能
ユーザ認証 SDN 携帯電話対応 登録・検索 集計 登録指示

第 1 回 △�1 —

第 2 回 ○ —�2 △�3
○

—

第 3 回 ○ ○
○

○

○：完全実装，△：一部実装，—：未対応

3. 試験運用を通じた安否確認システムの段階
的な構築および実装

2章で述べた実装を，3回の安否情報登録訓練を通

じて段階的に構築することとした．ここでは，段階的

構築の必要性，全体の計画およびこれまでの成果をま

とめる5),14)–16)．

3.1 段階的構築の必要性と全体計画

大学ポータルを用いた安否確認システムでは，2章

でまとめた新たな機能の実装は，既存の様々なシステ

ムとの連携で構築される．しかも，今回は独自開発で

システムを構築するため，限られた人的・財政的資源

の中で，実行可能な構築計画を作成する必要がある．

そこで，今回のシステム構築にあたっては，3回の安

否情報登録訓練と組み合わせた「段階的アプローチ」

をとることとした．このような「できるところ」から

段階的に作り上げることにより，次のメリットが得ら

れる：

• 限られた人的・財政的資源でも，早い段階で運用
を開始できる．

• 実際に使うことによって明らかになる潜在的な
ニーズに対応しやすい．

• 不必要な機能・設備を調達する必要がなくなる．
段階的な開発の全体計画としては，2006年度地震

防災訓練（2006年 10月）を「第 1回」，第 2回安否

情報登録訓練（2007年 4月）を「第 2回」，2007年

度地震防災訓練（2007年 10月）を「第 3回」とした

合計 3回の安否情報登録訓練それぞれについて段階的

に構築することとした（表 3 参照）．

3.2 第 1回安否情報登録訓練

3.2.1 訓 練 内 容

2006年 10月 11日に行われた 2006年度名古屋大学

地震防災訓練から試験運用を開始し，本部事務局，農

学部・生命農学研究科，経済学部・経済学研究科，環

境学研究科の 4部局に限定して実施した．これらの部

局構成員に対しては，名古屋大学ポータルからの重要

な通知を受信するための PC用および携帯電話用メー

ルアドレス登録の依頼を，部局の事務連絡用メーリン

グリストやポスター掲示などを通じて依頼した．また，

名古屋大学ポータルのトップページや，地震防災訓練

全体のアンケートの中でも本システムを紹介し，この

4部局の構成員以外にも登録を呼びかけた．

3.2.2 結 果

対象となった 4 部局の名古屋大学ポータルユーザ

（ディレクトリサーバに登録されている構成員）数は，

教職員 1,720人，学生 2,643人の合計 4,363人であっ

た．このうち，防災訓練の時点でポータルにメールア

ドレスを登録していたのは教職員 372人（21.6%），学

生 804 人（30.4%）の合計 1,176 人（27%），安否情

報を登録した人は教職員 161人（9.3%），学生 166人

（6.3%）の合計 327人（7.5%）であった（訓練翌日の

10月 12日午前 11時まで）．このほかに，発信型訓練

の対象とはならなかった部局の 137人から安否情報登

録もあり，全部で合計 464人が本システムへ情報を登

録した．

安否情報の登録依頼メールは，携帯メールにも発信

するため，講義時間中に多数のメール着信音が鳴り響

くといったトラブルを避ける意図から，今回の訓練で

は昼休みの約 1 時間をかけて順番にメールを発信し

た．このため，安否情報の登録は 12時から 14時まで

の 2時間に集中している（図 8 参照）5)．発信作業は，

LDAP searchによる対象者の登録メールアドレスの

抽出と一覧作成を事前に行い，メールの発信はスクリ

プトによる自動送信とした．

初めての訓練ということもあり，安否情報の登録率

は高いとはいえないが，その中でも学部学生は比較的

登録率が高かった点は注目される．すなわち，経済学

部の学生は，メールアドレス登録者 419 人中に対し

86人から登録があった．また，農学部の学生も，メー

ルアドレス登録者 332人中 49人が安否情報を登録し

ている．

大学院生については，ポータルへのメールアドレス

�1 RDBMS は未対応．
�2 システム改良が必要であったため，プライマリサイトのみで実
施．

�3 安否確認機能のみ．
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図 8 2006 年度地震防災訓練における 1 時間ごとの安否情報登録数
Fig. 8 Number of survivor confirmation information registered every hour in Disaster Drill 2006.

の登録率が非常に低い．たとえば，環境学研究科では

在籍者数 410人のうちメールアドレス登録者は 20人

にすぎない．同様に，生命農学研究科は 413人中 24

人，経済学研究科は 111 人中 7 人がメールアドレス

を登録しているのみである．実際に災害が発生した後

の登録呼びかけを考えると，より多くの構成員が PC

メールアドレスだけでなく携帯メールアドレスまで登

録する必要がある．

同時に実施したアンケート結果�1から，安否登録機

能に関しては，「使いやすかった（46%）」「やや使い

やすかった（16%）」「普通（24%）」と比較的好評で

あることが分かった．また，84%が「実際に使う」と

回答しており，本システム構築において最も重要視し

ている「使われる安否確認システム」となっているこ

とが分かる．

システム的な課題としては，プライマリサイトとセ

カンダリサイトで運用されている Tomcatでセッショ

ンレプリケーションがうまく行えず障害が発生する

ケースが見られた．また，実装を急いだため，データ

永続化部分については，名古屋大学側だけで行った．

この解消のためには，分散するデータベースサーバ間

でのデータ共有と安否情報の統合方法について検討す

る必要がある．

3.3 第 2回安否情報登録訓練

3.3.1 訓 練 内 容

システムの改善をさらに進めるため，教職員・学生

など，すべての構成員を対象にした安否情報の登録訓

練を 2007年 4月 10日（火）午前 0時から 1週間実

施した．

今回の登録訓練では，(1) 全構成員が安否情報シス

�1 本アンケートの有効回答期間は訓練実施当日（10/11，8:30am）
からアンケート入力が収束したと思われる 10/20 までの約 10

日間とし，有効回答数は 235 であった．

テムを用いた個人状況の登録手順を学ぶ，(2) 安否情

報システムの作動検証を行う，(3) 登録された個人状

況の集計機能について検証し問題点を抽出する，の 3

点を目標とした．特に，今回は，個人状況登録をシス

テム側からうながす「発信型」の訓練は行わないこと

によりどこまで登録がなされるかを確認するととも

に，登録された個人状況の集計を災害対策室が実施し，

2007年 10月以降に予定している本運用のためのシス

テムの確認と改修を進めることを重点においている．

この時期を選んだ理由は，年度当初に際し，履修登

録・登録確認などで多くの教員・学生が名古屋大学ポー

タルにアクセスするため，全構成員を対象とするには

タイミング的によいためである．

3.3.2 結 果

まず，図 9に示すように，訓練期間中，2,342人�2が

1回以上の安否情報の登録を行った．登録日別に見る

と，訓練初日である 4月 10日が最も多く，次いで 4

日目である 4月 13日が多い（図 10 参照）．これは，

4月 11日時点の部局別登録率を 3日目である 4月 12

日にフィードバックしたためと考えられる．また，週

明け 4月 16日も，登録数の少ない土日をはさんで 3

日目と同じくらいあったが，これが登録率のフィード

バックによるものなのか，それとも 4月 15日に三重県

亀山市を震源とする比較的強い地震が発生し，構成員

の安否確認への意識が高まったためかは定かではない．

また，全学 ID を利用したユーザ認証に関しては，

2,342人の登録者のうち，73%にあたる 1,714人が全

学 IDを使って安否情報を登録していた．特に，学部

学生では 95%以上が全学 IDを使い登録した．一方で，

教職員はそれほどは多くない（図 11 参照）．これは，

�2 ただし，任意登録も含まれるため，完全にユニークな数ではな
い．
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図 9 2007 年度安否登録訓練の参加者
Fig. 9 Participants of survivor confirmation drill held on April, 2007.

図 10 安否登録時刻分布
Fig. 10 Time distribution for registered information.

図 11 身分別アクセス手段
Fig. 11 Access method for each position.

「学部学生は履修登録・成績確認，教育用端末システ

ムなど，全学 ID を使用する機会が多い」「教員は教

務システムでの成績入力や，教員プロフィールデータ

ベースでの業績入力時以外は全学 IDを使う場面が少

ない」など，全学 IDの認知度の違いによる理由と考

えられる．

最後に，図 12 に，PC・携帯電話の利用率を身分別

に示す．図から分かるように学部学生の携帯電話利用

率はきわめて高い．このことから，組織化されていな

い学部学生の安否確認においては，安否登録指示メー

ルの携帯電話への発送など，携帯電話の活用が大きな

ポイントになると考えられる．
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図 12 身分別ユーザ認証手段
Fig. 12 User authentication method for each position.

同時に行ったアンケート結果�1から，安否登録機能

に関しては，「使いやすかった（54%）」「やや使いや

すかった（12%）」「普通（26%）」と第 1回よりも好

評であることが分かった．

4. ま と め

本論文では，災害発生直後の人命救助などを目的と

した安否確認ではなく，講義の再開など，大学におけ

る教育研究活動などの事業活動の再開を判断するため

の安否情報の取得を目指した安否確認システムについ

て，段階的開発と試験運用の現状と課題を述べた．そ

して，2回の安否情報登録訓練を通じて，実際に使わ

れるシステムとして着実に構築が進んでいることが分

かった．

今後の課題としては，システム面については，(1)

安否確認システムの実行環境であるアプリケーション

サーバ・データベースサーバ耐障害性のさらなる強化，

(2) 発信型機能の強化，(3) 集計対象者を明確にする

ためのディレクトリサーバの運用管理の見直し，があ

げられる．これらは第 3回訓練を通じて達成したいと

考えている．

耐障害性の向上のための実行環境の分散化について

は，今回のような安否確認システムに限らず，大学の

事業継続性を確保するために必要な教務や財務などの

基幹情報サービスについても必要になる．これに対応

するためには，広域に展開・分散したサービス実行環

境を安定的に提供できる今回構築したような「サービ

ス・デリバリ・ネットワーク（Service Delivery Net-

work）」をネットワークサービスの上位サービスとし

�1 本アンケートの有効回答期間は訓練期間とし，有効回答数は 754

であった．

てインフラストラクチャサービスとして構築する必要

がある．そのためにも，当センターのような全国共同

利用機関である 7大学の基盤センターが連携して研究

開発し，わが国の大学などの学術研究機関が利用可能

なサービスとして提供すべきであろう．
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